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世界銀行の国際債務報告書 2024によれば、2023年のサブサハラ・アフリカ地域の対

外債務残高は約 8,640億ドル（前年比＋2%）であった。対外債務残高の対GNI比は 44％、

輸出に対する元利返済の比率は 16%と、同地域の債務負担は依然として高い。 

サブサハラ・アフリカ地域へのネットの融資フローをみると、国際機関からは堅調で

ある一方、民間からは過去 5年では大きく減少した（図 1）。要因としては、市場環境の

悪化や途上国の債務リスクに対する投資家の懸念が挙げられる。また、2024 年 10月の

世界銀行のレポートによれば、2024年と 2025 年は地域の各国で大型の債券償還が予定

されている。二国間融資については、2023 年は若干増加に転じたものの国際機関の 1割

未満に留まっている。 

図 1: サブサハラ・アフリカ地域へ融資フロー（ネット）推移 

 

2023年のサブサハラ・アフリカ地域の対外公的債務残高は約 5,010 億ドル（前年比＋

3％）であり、債権者の内訳は、債券保有者などの民間債権者が 4割、国際機関が 4割、

二国間が 2割（内、中国が 1割）となっている。国別のシェアは南アフリカ（地域にお

ける経済規模 1 位）が 18％で 1 位、アンゴラ（同 4 位）9％、ナイジェリア（同 2 位）

8.8％と続いた。いずれの国も二国間融資の 7 割以上が中国からの融資であるが、アン

ゴラは融資残高が 10%減少となっている一方で、ナイジェリアでは 20%、南アフリカで
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は 2%の増加となった（図 2）。サブサハラ・アフリカ地域全体としては、アンゴラの債

務削減を主因として中国からの融資残高は 2022年以降減少傾向にある。 

図 2: 中国からの融資残高の推移 

 

アフリカ連合の機関である APRM1のレポートによれば、2024 年はサブサハラ・アフ

リカ地域の複数の国がユーロボンドを発行、アンゴラ、ナイジェリア、南アフリカも起

債した（なお、2023年は同地域でのソブリン債の発行なし）。2024 年は金融環境が緩和

的となったことに加え、これらの国の公的債務の規模は大きいものの、財政改革や為替

市場改革などの取り組みが市場の信認回復につながったと考えられる。IMFの資料によ

れば、ナイジェリアは財政収支が改善、アンゴラは債務残高と財政収支の改善が見込ま

れている（図 3、4）。南アフリカは 2024年の新政権樹立後、インフラ開発や付加価値税

引き上げなどの経済・財政改革を打ち出している。 

図 3: 総政府債務残高の推移 

 

図 4: 財政収支の推移 

 

 

しかしながら、2025 年 4 月の IMF の国際金融安定性報告書によれば、米国の関税施

策の発表以降、世界的な金融環境の引き締めと米国債利回りの上昇に伴い新興国の国債

 
1 アフリカ・ピア・レビュー・メカニズム。アフリカ連合の加盟国が政治、経済、民間企業活動における

ガバナンスについて相互に評価し、経験を共有し合うためのメカニズム。 
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利回りが上昇している。前述した 3 か国が 2024 年に発行したユーロボンドのクーポン

レートは 7％から 10％であり、さらなる金利上昇は調達に困難をもたらす恐れがある。

また IMF の予測によれば、2025 年は 3 か国とも財政収支の悪化が見込まれている。前

述のとおり、サブサハラ・アフリカ地域の対外公的債務の 4割は民間債権者によるもの

であり、金融市場の不確実性が高まる中で投資家の信認を得るためには、各国のマクロ

経済改革へのコミットメントが一層重要なものになってくるだろう。 

以上 
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